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5   労使関係
(1)   概 観

労働組合の組合数,組合員数は42年にも引き続き増加したが,38年頃からみられる組合員数の増勢鈍化傾向
は一層顕著になり,42年の増加組合員数は前年のそれを大幅に下回り,30年以降で最も少なくなっている。
組織率も前年にくらべわずかではあるが低下した。

一方,労働運動の面では春闘が折柄の好況を背景として展開されたため全般的に争議にまで発展するもの
は少なく,戦後最高といわれる妥結額をもって平穏裡に終熄した。また,秋季闘争においても,ベトナム反
戦,沖縄,小笠原返還,公務員給与の大幅引上げ等をかかげて展開されたが,前年の秋季闘争ほどの盛り上り
がみられず低調に推移した。そのため労働争議の件数,行為参加人員,労働損失日数とも前年より大幅に減
少し,労働損失日数では戦後の最低,行為参加人員でも26年以降の最低となった。
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5   労使関係
(2)   労働組合組織の動向
1)   組合員数の増勢鈍化

38年以降組合員数の増勢は鈍化しているが,42年は前年より一層鈍化し,増加組合員数は30年以降で最も少
なくなっている。

42年6月30日現在の組合数は55,321組合,その組合員数は1,056万6千人であって,前年に比べると,組合数で
1,336組合(2.5％),組合員数で16万3千人(1.6％)の増加となっているが,この増加数は前年の増加数と比べて
組合数では上回ったが,組合員数では大幅に下回り30年以降の増加数では最も少なくなっている。また,全
雇用労働者のなかに占める組合員数の割合(組織率)も前年より0.2ポイント低下した( 第5-1表 )。

近年の組合員数の増勢鈍化には,組織化の程度の高い大企業で雇用の伸び自体が鈍化していることが大き
く影響しているが,42年の増加組合員数が前年のそれを大幅に下回ったのは,既設組合において雇用の増減
と直接関係のない組合員の脱退などによる減少数が前年よりかなり大幅であったことが原因している。

組合員数の増減要因には,既設組合における組合員数の増減,組合の新設に伴う組合員数の増加,組合の解散
に伴う組合員数の減少などがあるが,42年についてみると,既設組合において前年より約1万9千人減少し,
新設組合の組合員数と解散組合の組合員数の差引で約3万9千人の増加となっている。これを前年と比べ
てみると,既設組合では,前年の約7万3千人の増加から約1万9千人の減少に変り,新設組合と解散組合の差
引でも前年の約7万8千人の増加に比べ増加数は半分以下になっている( 第5-2表 )。

さらに,既設組合における組合員数の増減を,雇用の増減による組合員数の増減分と雇用の増減に直接関係
のない非組合員の新規加盟や加盟組合員の組合脱退による増減分に分けてみると,雇用の増加による組合
員数の増加数は約12万人で,前年の増加数に比べ約3万人の減少にとどまったが,雇用の増減以外の理由に
よる純減は約13万9千人で,前年の減少数を6万2千人も上回っている。産業別ではとくにサービス業(教育
関係),公務において前年の減少数を大幅に上回っているが,これにはILO87号条約批准に伴う関係国内法の
改正による影響もあったと思われる( 第5-3表 )。

第5-1表 年別労働組合数,組合員数および推定組織率
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第5-2表 増減要因別単位労働軍合員数

第5-3表 産業および増減理由別単位労働組合員数
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5   労使関係
(2)   労働組合組織の動向
2)   産業別等の動き

産業別の組合員数の動きをみると,前年と比べ運輸通信業(5万9千人),製造業(5万4千人),金融保険業(3万4
千人)などで増加が大きく,一方,サービス業(1万7千人),鉱業(1万4千人)などで減少が大きかった。42年の
増加数が前年のそれを上回ったのは,建設業,製造業,運輸通信業などであり,その他のほとんどの産業では
増加数が前年より小さくなっている。

産業別の増加数をやや長期的にみると,サービス業および公務では毎年かなり増加していたが,42年にはと
もに減少へと変つた。また製造業については,36～37年には増加数が30万人台となっていたが,その後は雇
用の増勢鈍化を反映して次第に小さくなり41年以降では3～5万人程度の増加数となっている( 第5-4表
)。

また,適用法規別の組合員数をみると,労働組合法(労組法)適用組合で,対前年19万3千人(2.6％)増加し,公共
企業体等労働関係法(公労法),地方公営企業労働関係法(地公労法)適用組合でも,それぞれ1万7千人
(1.7％),3千人(1.8％)増加したが,地方公務員法(地公法)及び国家公務員法(国公法)適用組合では,それぞれ4
万3千人(2.8％),4千人(2.7％)減少した。したがって,組合員数の適用法規別構成比でみても労組法でやや上
昇し,地公法,国公法適用でわずかに低下した。なお,構成比を35年以降についてみると,労組法では毎年ほ
ぼ1％程度の上昇を示しているのに対し,公労法,国公法,地公法ではいずれも年年低下しており,労組法適用
組合の占める割合が高まっている( 第5-5表 )。

第5-4表 産業別労働組合員数の対前年増減数
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第5-5表 適用法規別労働組合員数の構成比
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5   労使関係
(2)   労働組合組織の動向
3)   労働4団体の組織分野

総評,同盟,新産別,中立労連の4団体について,加盟組合員数を前年と比べてみると,同盟で5万9千人(3.5％),
新産別で4千人(6.0％),中立労連で1万7千人(1.7％)の増加となり,一方,総評では3万9千人(0.9％)の減少と
なった。このため4団体の組合員総数に対する割合をみても総評は前年より低下し,同盟はわずかに上昇し
た。この割合をやや長期的にみると,総評は35年頃から毎年ほぼ1％程度低下しており,反対に同盟は毎年
わずかではあるが上昇している( 第5-6表 )。

また,労組法適用組合のみについて,団体別の構成声合を38年以降についてみると,総評の占める割合は38
年の25.6死から41年の22.1％,42年の21.6％と毎年低下しており,一方,同盟は38年の19.5％から41年の
21.5％,42年の21.7％とわずかながら毎年上昇し,38年当時には総評は同盟を6.1ポイント上回っていた
が,42年では両者の占める割合がほぼ同一となった( 第5-7表 )。

このように,近年の動向として総評の伸び悩み,同盟の伸張がみられるが,この状況を産業別に雇用の伸びと
も関連させながらみてみよう。

まず,総評についてみると,総評の組織の停滞は,製造業においてほとんど伸張がみられなかったことと鉱
業,建設業,サービス業で大幅に組合員数が減少したことが主要因となっている。

総評全体のなかで大きな構成割合を占めている産業は運輸通信業(30.9％)公務(20.3％),製造業(18.9％),
サービス業(18.3％)であるが,38年～42年の組合員増加数をみると,運輸通信業及び公務では雇用増などに
よってかなり増加したものの,製造業では,全体の雇用増は大きかったが総評の組織割合の高い工業分野で
の雇用増は比較的小さかったという面もあり,また,組織の分裂脱退もかなりあったために,製造業全体でわ
ずかに1万人の増加にとどまった。サービス業では42年の日教組の減少が影響して約2万人の減少となり,
鉱業,建設業でも炭労及び全日自労の減少(ともに雇用の減少が主因)によって大幅に減少し,3産業での減少
数は合せて10万人以上になっている。

一方,同盟は全部の産業で増加しており,とくに製造業では,輸送用機器製造業のように同盟の組織割合の高
い分野での雇用増が比較的大きかったという面もあって,20万人以上の増加があった。また,運輸通信業,
卸・小売業,サービス業などでも4万～10万人の増加を示した。運輸通信業,サービス業などはもともと総
評の占める割合が圧倒的に高い産業であるが,これらの産業でも同盟の増加数が総評のそれをかなり上
回っている。

その結果,38年当時と比べると,ほとんどの産業で総評の占める割合が低下し,同盟のそれが上昇している(
第5-8表, 第5-9表 )。

さらに,製造業のなかを中分類産業別にみると,総評では繊維工業で約1万7千人増加(繊維労連が42年中立
労連を脱退して総評に加盟したことによる。)した以外は増加の目立った産業はなく,逆に組合員数の減少
した産業が11産業もある。これには総評の占める割合の高い鉄綱,紙,パルプ,出版印刷などでの雇用増が比
較的小さかったという事情と,41年のプリンス自動車労組の脱退,42年の東洋高圧労組の脱退などのように
組織の分裂・脱退がかなりあったことが影響していると思われる。

これに対し,同盟は繊維工業を除いたすべての産業で増加しており,とくに輸送用機器,機械,化学などでの
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伸びが大きい。

輸送用機器での増加には,もともと同盟の占める割合の高いこの産業に大幅な雇用増があったことが影響
していると思われる。機械,化学は38年当時は同盟の占める割合が総評のそれを下回っていた分野であり,
雇用増も少ない産業であるが,同盟の増加数はかなり大きかった。その結果,42年においては化学,機械にお
ける同盟の割合が総評のそれを上回るに至った( 第5-10表, 第5-11表 )。

第5-6表 主要団体別組合員数の構成比

第5-7表 主要団体別組合員数の構成比

第5-8表 総評,同盟別増減組合員数の産業別内訳
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第5-9表 産業別労働組合員数の主要団体別構成比
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第5-10表 製造業における総評,同盟別増減組合員数

昭和42年 労働経済の分析



第5-11表 製造業における組合員の総評,同盟別構成比
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5   労使関係
(3)   労働争議の動向
1)   年間の推移

42年の労働争議は,春季賃上げ争議が,企業業績の好調を背景に平隠,かつ高額(平均4,214円,賃上げ率12.1％)で解決した
ほか,秋季闘争,夏季および年末一時金闘争においても,比較的おだやかに推移したことにより,件数,参加人員とも前年よ
り少なく,とくに,行為参加人員,労働損失日数で大幅に減少した( 第5-1図 )。

まず,総争議でみると,前年に比べ件数で18.0％減,総参加人員で0.3％減少したにとどまったが,争議行為を伴う争議だけ
でみると,件数で19.7％減,行為参加人員で44.7％減,労働損失日数で33.3％減と行為参加人員,労働損失日数での減少幅が
大きく,労働損失日数でこれまでの最低であった前年をさらに下回ったほか,行為参加人員でも22年(29万5千人),21年(63
万5千人),25年(102万7千人),24年(124万人)についで戦後5番目に少ない参加人員となった( 第5-12表 )。

行為形態別の行為参加人員でみると,前年に比べ作業停止争議(同盟罷業,工場閉鎖)で35.3％減,4時間未満の罷業で39.1％
減,怠業で73.2％減と各形態とも少なくなっている( 第5-13表 )。また,行為参加人員規模別の参加入員でみると,参加人
員規模の大きい規模での低下が目立ち,行為参加人員規模5,000人以上の争議の参加人員では前年より64.0％減少し,構成
比でも19.7ポイントの大幅な低下となった( 第5-2図 )。

行為参加人員,労働損失日数で大幅に前年を下回ったのには,春季賃上げ闘争において争議が少なかったことが影響して
いる。42年の春闘共闘委に参加した組合員数は579万人(41年568万人),春闘に参加しないが,同時期に賃上げ闘争をおこ
なったもの119万人(41年121万人)と多かった( 第5-14表 )。しかし,争議に発展したものは少なく,前年に比べ行為参加
人員で52.6％減,労働損失日数で48.4％減といずれも大きく下回った。もっとも春季賃上げ争議については,衆議院議員
選挙,統一地方選挙の行なわれた関係で時期的に若干ずれ5月にもかなりの動きがみられたが,これを合わせてみても行
為参加人員,労働損失日数とも例年に比べ少なくなっている( 第5-15表 )。また,戦術としては1～2時間の時限ストを主体
とした秋季闘争(沖縄,小笠原返還,ベトナム反戦の10・21スト,公務員共闘の人事院勧告完全実施要求の10・26統一行
動)においても,前年ほどの盛り上がりはみられず行為参加人員で12万6千人(前年は54万4千人)と少なかったことも42年
における争議行為参加人員の減少に影響している。

争議の状況をやや長期的に労働組合員1,000人当りの行為参加人員および労働損失日数でみると,行為参加人員,労働損
失日数とも,近年低下の傾向がみられ,とくに労働損失日数では,38年以降は40年を除き37年までの水準の半分以下と
なっている( 第5-3図 )。

第5-1図 月別行為参加人員,労働損失日数の推移
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第5-12表 種類別労働争議の推移

第5-2図 行為参加人員規模別行為参加人員の推移
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第5-13表 争議行為を伴う争議の推移
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第5-14表 春季賃上げ闘争に参加した労働組合員数の推移

第5-15表 春季賃上げ争議と年間争議にしめる割合
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第5-3図 労働組合員1,000人当り行為参加人員および労働損失日数の推移
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5   労使関係
(3)   労働争議の動向
2)   産業および規模別の動き

42年における労働争議を争議行為を伴う争議で産業別にみると,前年に比べ各産業とも行為参加人員,労働
損失日数で大幅に減少したが,サービス業の件数では10.26統一行動に教職員組合の参加がかなり多かった
ことにより増加した。

行為参加人員,労働損失日数では,製造業(参加人員で38万4千人減,労働損失日数で48万7千日減),運輸通信
業(同じく20万8千人,27万5千日減)での減少が大きく,その他の産業でも,公務の参加人員(25万8千人減),鉱
業の損失日数(8万3千日減)などで大きな減少を示している。産業別の構成比でみると,件数,行為参加人員,
労働損失日数とも,製造業の占める割合が高く,件数を除きいずれも過半数を占めているが,前年に比べる
と,サービス業の件数,公務での件数,参加人員に著しい変動がみられた以外は大きな変化はない( 第5-16表
)。

民間企業における労働争議の発生状況では,前年に比べ総争議企業数で23.6,％減少(争議行為を伴う争議で
は36.0％減)し,企業規模(常用労働者数による。以下同じ)別には,500人以上で27.8％減,100～499人で
22.1％減,99人以下で22.9％減となったが,争議行為を伴う争議の企業数では,99人以下の減少が大きく
47.7％減と前年の半数程度となった( 第5-17表 )。

規模別の動きを行為参加人員でみると,規模が大きいほど参加人員も多いが,前年に比べると,大規模での減
少が大きく,構成比でみると500人以上で3.8ポイント低下した以外は各規模とも上昇している。また,労働
組合員1,000人当りの参加人員でみても,規模の大きい順に参加人員も高くなっているが,,規模間の差は著
しく縮小している。労働損失日数でみてもほぼ同様である( 第5-18表 )。

第5-16表 産業別行為参加人員
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第5-17表 企業規模別争議発生企業数および構成比の推移および労働損失日数の推移
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第5-18表 企業規模別労働組合員1,000人当り行為参加人員および労働損失日数の推移
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5   労使関係
(3)   労働争議の動向
3)   団体別の動き

労働争議の発生状況を労働組合の加盟上部団体別にみると,総評の占める割合が高く,総争議件数で57.3％
(争議行為を伴う争議件数では60.2％),総参加人員で78.1％(行為参加人員は56.8％)を占めている。前年に
比べると中立労連の件数および総評,同盟の総参加人員が前年を上回ったが,行為参加人員では各団体とも
大幅に減少し,とくに総評(70万9千人減),中立労連(17万人減),同盟(10万4千人減)での減少が大きい。これ
には春闘が前述のとおり平穏裡に解決し,化学,金属鉱山,セメント,石炭の一部大手や私鉄の中小を除き全
般にストが少なかったことや春闘とは別に行なわれる同盟傘下組合の賃上げ闘争も,ほとんど争議行為な
しで解決したことが大きく影響している。

参加人員の労働組合員数に対す乞割合を労働組合員1,000人当りでみると,総参加人員では,総評の参加人
員が40年以降年々高まり,42年では1人の組合員が年間2回以上争議に参加したことになっている。しかし,
行為参加人員でみると,最も高いのは中立労連(216人)で,ついで総評(172人),新産別(162人)の順となり,同
盟(37人)が最も低い。前年に比べると各団体とも大幅に低下した。

一方,労働損失日数についてみると,その他(総評,同盟,新産別,中立労連の4団体以外の組合をいう。以下同
じ)での損失日数(42万2千日)が総評の87万6千日についで多く前年を上回ったが,4団休ではいずれも前年
より少なく,とくに総評(35万日減),中立労連(30万7千日減)などの減少が目立っている。労働組合員1,000
人当りの労働損失日数でみると,新産別(504日)が最も高く,ついで中立労連(353日),総評(208日)の順にな
り,最も低いのは同盟で73日となっている。

また,労働組合員1,000人当りの行為参加人員および労働損失日数を40年以降でみても,中立労連,新産別が
高く,ほとんどの年で総評,同盟の水準を上回っている( 第5-19表 )。

第5-19表 主要団体別労働組合員1,000人当り参加人員および労働損失日数の推移
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昭和42年労働経済の分析 参考資料
5   労使関係
(3)   労働争議の動向
4)   要求事項別の動き

労働争議を要求事項別にみると,賃金増額などの経済的要求を掲げた争議で終始し,政治的要求の争議は少
なくなっている。

まず,争議の発生状況でみると,賃金増額要求と臨時給与金要求に集中しており,この二つの要求で要求事項
総数(2,970件)の8割以上を占めている。

前年に比べると,件数では賃金増額が16.4％減少し,臨時給与金で11.0％増加したが,構成比でみるといずれ
も0.9,7.2ポイント上昇した。

その他の要求では,解雇反対・被解雇者の復職要求が前二者に続いて多いが,前年に比べると,件数,構成比
とも低下した。一方,企業の合理化に関連して配置転換等を内容とした「その他の経営および人事」に関
する争議が前年の倍になったのが目立っている。

また,前年,賃金増額,臨時給与金についで多かった「その他」(政治スト,同情スト)の要求では,秋季闘争が
前年ほどの盛り上がりがなかったことから大幅に低下した( 第5-20表 )。

他方,要求事項別の行為参加人員をみると,件数と同様,賃金増額,臨時給与金に集中し,この二要求での参加
人員が9割近くを占め,件数の構成比より高くなっている。前年に比べると,臨時給与金でわずかに増えた
が,それ以外では大幅に減少し,とくに,賃金増額では53.1％減と大きい( 第5-21表 )。

第5-20表 主要要求事項別労働争議発生件数の推移
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第5-21表 主要要求事項別労働争議行為参加人員の推移
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5   労使関係
(3)   労働争議の動向
5)   解決方法別の動き

労働争議の解決方法(労使直接交渉,労働委員会などの第三者関与,その他)別の動きをみると,労働委員会な
どの第三者関与で解決されたものの割合が高まっている。

これを労働争議解決企業数でみると,労使直接交渉で解決したものが圧倒的に多いが,前年に比べると第三
者関与により解決されたものが48.7％増加した。規模別には500人以上の8割以上が労使直接交渉で解決
しているのに対し,99人以下では労使直接交渉と第三者関与によって解決されたものとがほぼ同数で,最終
的には労使直接交渉で解決したが,解決に至るまでに第三者関与のあったものも合せてみると,6割近くが
第三者関与を受けたことになっている。第三者関与で解決されたものの割合は,最近では39年(前回の好況
期)が高かったが,42年はこれを大幅に上回った( 第5-22表 )。

なお,労働組合の加盟上部団体別の争議解決件数でみると,中立労連,総評では,それぞれ約8割,9割以上が労
使直接交渉で解決しているのに比べ,同盟では,第三者関与で解決したものと解決するまでに第三者関与の
あったものを合せると6割以上になっている。

第5-22表 企業規模および解決方法別争議解決企業数の推移
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